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太陽光発電の今後について 
 
経済産業省から断熱リノベでリチウムイオン電池・ヒートポンプ式給湯器の購入費に補助
金ということは既にメルマガでもご説明させていただいておりますが、今回は太陽光発電
が 2019 年問題について取り上げたいと思います。 
2019 年以降、住宅用太陽光発電装置の固定価格買い取り制度の対象（10 年）が過ぎる装
置（太陽光パネル）が増加します。 
 
2019 年問題とは・・・ 
太陽光高額買取制度終了で、2023 年までに 160 万世帯が発電する大量の電力が買い手を
失う恐れがある。設置して 10 年で費用の元が取れるということで、計 200 万世帯が太陽
光パネルを設置ですが、高額買取期間後の買取り価格は「従来売電価格の 1/5」に減るか
もしれません・・・!! 
 
この問題に対処すべく、まず環境省と経済産業省として 
2018 年度予算の概算要求に 84 億円…約３万戸を補助することなっています。 
しかしすぐになくなってしまうと予想されており、また追加で補助されるのではないかと
いう話も出てきているようです。 
 
 
また、次世代建材についても支
援メニューに追加が入っていま
すので、そちらも合わせてご確
認ください。 
 
今回は右図がポイントです 
特に余った電力を蓄電して地産
地消で使うことを促すことが最
重要です。蓄電池のない家庭に
ついてはこれらを提案していく
必要があります。新聞各紙でも寝耳に水だったという消費者の声も少なくないようです。 
そしてこれは 2019 年が始まりであり、これから継続的にこういった世帯が増えてくるこ
とも数字で予想されています。（太陽光発電設置件数に対して） 
ストック産業では設備や建材・改修の市場が大きく動いていきます。 



先に知っておくことで、今年から消費者に対して提案をして、対策を取っていただくこと
が必要かもしれません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


	日合商メルマガ　　　　　　　　　201８年　5月　Ｎｏ．87

